
（第129期第１四半期）

自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

四半期報告書

大同工業株式会社

石川県加賀市熊坂町イ197番地

(E01580)



頁

表　紙…………………………………………………………………………………………………………………………… 1

第一部　企業情報……………………………………………………………………………………………………………… 2

第１　企業の概況…………………………………………………………………………………………………………… 2

１　主要な経営指標等の推移 ………………………………………………………………………………………… 2

２　事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… 2

第２　事業の状況…………………………………………………………………………………………………………… 3

１　事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… 3

２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 ………………………………… 4

３　経営上の重要な契約等 …………………………………………………………………………………………… 4

第３　提出会社の状況……………………………………………………………………………………………………… 5

１　株式等の状況……………………………………………………………………………………………………… 5

(1）株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………… 5

(2）新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………… 5

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 ………………………………………………… 5

(4）発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………… 5

(5）大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………… 5

(6）議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………… 6

２　役員の状況 ………………………………………………………………………………………………………… 6

第４　経理の状況 …………………………………………………………………………………………………………… 7

１　四半期連結財務諸表……………………………………………………………………………………………… 8

(1）四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………… 8

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………… 10

四半期連結損益計算書 ………………………………………………………………………………………… 10

四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………………………………………… 11

２　その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 16

第二部　提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………… 16

［四半期レビュー報告書］

目　　　　　　　次



【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 北陸財務局長

【提出日】 2021年８月12日

【四半期会計期間】 第129期第１四半期（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

【会社名】 大同工業株式会社

【英訳名】 ＤＡＩＤＯ ＫＯＧＹＯ ＣＯ., ＬＴＤ．

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　新　家　啓　史

【本店の所在の場所】 石川県加賀市熊坂町イ197番地

【電話番号】 0761-72-1234（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役　経営管理本部長　眞　田　昌　則

【最寄りの連絡場所】 石川県加賀市熊坂町イ197番地

【電話番号】 0761-72-1234（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役　経営管理本部長　眞　田　昌　則

【縦覧に供する場所】 大同工業株式会社東京支社

（東京都中央区日本橋人形町３丁目５番４号（オーキッドプレイス人形町三

丁目））

大同工業株式会社大阪営業所

（大阪府大阪市中央区南船場２丁目12番12号（新家ビル））

大同工業株式会社名古屋営業所

（愛知県名古屋市中村区名駅南４丁目９番７号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】

- 1 -



回次
第128期

第１四半期
連結累計期間

第129期
第１四半期

連結累計期間
第128期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年６月30日

自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上高 （百万円） 9,713 12,326 42,478

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △437 1,428 1,447

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）

（百万円） △580 1,076 1,049

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △939 1,794 2,232

純資産額 （百万円） 25,944 30,551 29,092

総資産額 （百万円） 63,351 70,717 67,905

１株当たり四半期（当期）純利

益又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） △53.24 98.67 96.14

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 31.66 34.41 33.86

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第128期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、第128期及び第129期第１四半

期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、当第１四半期連結会計期間より、iwis-Daido LLCを新たに設立したことから、持分法適

用の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項の記載については、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）

等を適用しております。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項(会計方針の変更)」に記載のとおりでありま

す。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間の当社グループをとり巻く環境は、堅調な中国経済を始め、日本や欧米などの先進国

経済の持ち直しなどにより、総じて緩やかな回復基調にあります。一方で、新型コロナウイルスの変異種を含めた

感染再拡大や、半導体不足・原材料価格の高騰など、依然として先行き不透明な状況が続いております。

(業績の概況)

　当第１四半期連結累計期間における連結の経営成績及び財政状態は、以下のとおりであります。

　前年同期は新型コロナウイルス感染症の影響を受け受注が低調に推移したものの、前第３四半期以降に市場が回

復基調に転じたことから、当第１四半期連結累計期間の売上高は12,326百万円（前年同期比26.9％増）となり、前

年同期を上回りました。収益面につきましては、営業利益1,177百万円（前年同期は営業損失５百万円）、経常利

益は1,428百万円（前年同期は経常損失437百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,076百万円（前年同

期は親会社株主に帰属する四半期純損失580百万円）となりました。

　財政状態につきましては、当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末と比べ、現金及び預金が

326百万円、受取手形、売掛金及び契約資産が1,331百万円、建設仮勘定が553百万円、投資有価証券が287百万円増

加したことなどにより2,812百万円増加し、70,717百万円となりました。負債につきましては、前連結会計年度末

と比べ、支払手形及び買掛金が1,053百万円、未払法人税等が233百万円増加したことなどにより1,353百万円増加

し、40,166百万円となりました。純資産につきましては、前連結会計年度末と比べ、利益剰余金が839百万円、為

替換算調整勘定が312百万円増加したことなどにより1,458百万円増加し、30,551百万円となりました。

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

①日本

　前年同期は新型コロナウイルス感染症による受注の落ち込みがありましたが、当第１四半期連結累計期間は、二

輪車及び自動車用チェーン等の受注が回復基調で推移したことから、外部顧客への売上高は5,936百万円（前年同

期比33.8％増）、営業利益は602百万円（前年同期は373百万円の営業損失）となりました。

②アジア

　前年同期は中国やインドにおいて新型コロナウイルス感染症による受注の落ち込みがありましたが、当第１四半

期連結累計期間は受注が回復基調で推移したことに加え、中国において、収益認識会計基準の適用によりコンベヤ

案件の工事の進捗とともに売上を計上したことから、外部顧客への売上高は3,749百万円（前年同期比24.2％

増）、営業利益は275百万円（前年同期比18.0％増）となりました。

③北米

　二輪車用チェーン及びリムの受注が好調に推移したことから、外部顧客への売上高は966百万円（前年同期比

7.1％増）、営業利益は151百万円（前年同期比120.9％増）となりました。

④南米

　現地通貨安の影響を受けたものの、前年同期は産業機械用チェーンの受注が大きく落ち込んでいたこともあり、

外部顧客への売上高は617百万円（前年同期比12.8％増）、営業損失は12百万円（前年同期は６百万円の営業損

失）となりました。

⑤欧州

　補修市場向けにおいて、二輪車用チェーンの受注が好調に推移したことに加え、円安による為替換算の影響もあ

り、外部顧客への売上高は1,056百万円（前年同期比31.1％増）、営業利益は75百万円（前年同期比38.0％増）と

なりました。
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(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(3) 経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

(5) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、163百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数 (株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数 (株)

(2021年６月30日)
提出日現在発行数(株)

(2021年８月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 10,924,201 10,924,201
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 10,924,201 10,924,201 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数(千株)

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高(百万円)

2021年４月１日

～

2021年６月30日

－ 10,924 － 3,536 － 2,861

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2021年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

2021年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
－

－
普通株式 1,400

（相互保有株式）
－

普通株式 50,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,860,100 108,601 －

単元未満株式 普通株式 12,701 － －

発行済株式総数 10,924,201 － －

総株主の議決権 － 108,601 －

自己保有株式 62株

相互保有株式 ㈱和泉商行 50株

㈱月星製作所 16株

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

2021年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

大同工業株式会社

石川県加賀市熊坂町イ197番

地
1,400 － 1,400 0.01

（相互保有株式）

株式会社和泉商行

大阪市西区京町堀１丁目７

番20号
14,000 － 14,000 0.13

（相互保有株式）

株式会社月星製作所

石川県加賀市永井町71の１

番地の１
36,000 － 36,000 0.33

計 － 51,400 － 51,400 0.47

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,748 13,074

受取手形及び売掛金 10,790 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 12,121

商品及び製品 3,931 3,716

仕掛品 2,972 2,997

原材料及び貯蔵品 2,995 2,988

その他 1,359 1,499

貸倒引当金 △50 △50

流動資産合計 34,746 36,347

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,201 6,094

機械装置及び運搬具（純額） 6,965 6,797

土地 2,773 2,794

リース資産（純額） 1,024 975

建設仮勘定 450 1,004

その他（純額） 818 854

有形固定資産合計 18,233 18,520

無形固定資産

ソフトウエア 166 159

その他 42 40

無形固定資産合計 208 199

投資その他の資産

投資有価証券 13,806 14,093

繰延税金資産 262 286

その他 609 1,234

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 14,677 15,613

固定資産合計 33,120 34,333

繰延資産

社債発行費 38 36

繰延資産合計 38 36

資産合計 67,905 70,717

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,879 6,933

短期借入金 4,600 4,666

リース債務 162 159

未払法人税等 155 388

賞与引当金 481 313

役員賞与引当金 8 －

製品保証引当金 138 138

その他 2,618 3,103

流動負債合計 14,044 15,703

固定負債

社債 5,700 5,700

長期借入金 13,707 13,493

リース債務 1,467 1,431

繰延税金負債 627 542

退職給付に係る負債 2,946 2,998

その他 320 296

固定負債合計 24,768 24,462

負債合計 38,812 40,166

純資産の部

株主資本

資本金 3,536 3,536

資本剰余金 2,787 2,791

利益剰余金 12,413 13,253

自己株式 △8 △8

株主資本合計 18,730 19,573

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,179 4,368

為替換算調整勘定 11 324

退職給付に係る調整累計額 73 70

その他の包括利益累計額合計 4,264 4,763

非支配株主持分 6,098 6,214

純資産合計 29,092 30,551

負債純資産合計 67,905 70,717
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年６月30日)

売上高 9,713 12,326

売上原価 8,230 9,549

売上総利益 1,483 2,777

販売費及び一般管理費 1,488 1,600

営業利益又は営業損失（△） △5 1,177

営業外収益

受取利息 10 3

受取配当金 120 158

為替差益 － 24

持分法による投資利益 － 85

雇用調整助成金 58 2

その他 25 33

営業外収益合計 215 308

営業外費用

支払利息 53 40

為替差損 523 －

持分法による投資損失 66 －

その他 4 15

営業外費用合計 647 56

経常利益又は経常損失（△） △437 1,428

特別利益

固定資産売却益 1 0

特別利益合計 1 0

特別損失

固定資産除却損 1 12

特別損失合計 1 12

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△438 1,416

法人税、住民税及び事業税 102 361

法人税等調整額 △52 △133

法人税等合計 50 228

四半期純利益又は四半期純損失（△） △488 1,188

非支配株主に帰属する四半期純利益 92 111

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△580 1,076

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △488 1,188

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 375 177

為替換算調整勘定 △837 427

退職給付に係る調整額 2 △3

持分法適用会社に対する持分相当額 9 4

その他の包括利益合計 △451 606

四半期包括利益 △939 1,794

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △699 1,575

非支配株主に係る四半期包括利益 △240 218

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）持分法適用の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、iwis-Daido LLCを新たに設立したことから、持分法適用の範囲に含めておりま

す。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、従来、工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、少額かつ短期な工事を除き、履行義務を充足す

るにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。

　また、顧客から部品等を仕入れ、加工を行ったうえで当該顧客に販売する有償支給取引において、従来は部品等の

仕入価格を含めた対価の総額で収益を認識しておりましたが、部品等の仕入価格を除いた対価の純額で収益を認識す

る方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期

連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高が66百万円減少し、売上原価は160百万円減少しております。ま

た、利益剰余金の当期首残高は33百万円増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

とといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について

新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契

約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表に与える重要な影響

はありません。

（棚卸資産の評価方法の変更）

　従来、コンベヤ以外の製品の評価方法について、売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。

　この変更は、事業領域の拡大の中で迅速に在庫金額を把握することによる利益管理の精緻化及びより適正な期間損

益計算を目的としており、新たな原価計算システムの導入によってコンベヤ以外の製品ごとの平均単価を把握するこ

とが可能になったことによるものであります。当該製品の評価方法の変更に伴い、仕掛品に係る加工費の配賦方法に

ついても変更しております。

　なお、当該システムには過年度に関する必要なデータが蓄積されていないことから、この会計方針を遡及適用する

ことは実務上不可能であるため、変更後の評価方法に基づく当第１四半期連結会計期間の期首の製品及び仕掛品の帳

簿価額と、前連結会計年度の期末における製品及び仕掛品の帳簿価額の差額を基に算定した累積的影響額を、第１四

半期連結会計期間の期首残高に反映しております。

　この結果、第１四半期連結会計期間の期首利益剰余金が106百万円減少しております。また、従来の方法と比べ

て、当第１四半期連結累計期間の売上原価が５百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は

それぞれ５百万円増加しております。
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前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

輸出手形割引高 19百万円 15百万円

受取手形裏書譲渡高 188 227

（四半期連結貸借対照表関係）

　１  輸出手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

前第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

減価償却費 641百万円 659百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 163 15 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月24日

定時株主総会
普通株式 163 15 2021年３月31日 2021年６月25日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

配当金支払額

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

配当金支払額
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)２

日本 アジア 北米 南米 欧州 計

売上高

外部顧客への売上高 4,437 3,019 902 547 805 9,713 － 9,713

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,623 115 － － 16 1,756 △1,756 －

計 6,061 3,135 902 547 822 11,469 △1,756 9,713

セグメント利益又は損

失（△）
△373 233 68 △6 54 △23 17 △5

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)２

日本 アジア 北米 南米 欧州 計

売上高

外部顧客への売上高 5,936 3,749 966 617 1,056 12,326 － 12,326

セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,006 193 － 0 － 2,199 △2,199 －

計 7,942 3,942 966 617 1,056 14,526 △2,199 12,326

セグメント利益又は損

失（△）
602 275 151 △12 75 1,092 84 1,177

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額17百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額84百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（会計方針の変更）

　会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、

収益認識に関する会計処理方法を変更したため、報告セグメントの利益又は損失の測定方法を同様に変更

しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「日本」の売上高が432百万円減

少し、「アジア」の売上高が366百万円増加しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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流動資産 436百万円

固定資産 203百万円

資産合計 640百万円

流動負債 270百万円

負債合計 270百万円

（企業結合等関係）

　当社は、2021年１月１日を効力発生日として、当社の連結子会社であるDaido Corporation of America（米国テネ

シー州：以下、「DCA」という。）の一部を現物出資による事業分離により新設会社であるiwis-Daido LLCに承継

し、同社持分の25％を取得いたしました。また、現物出資日において追加取得に係る権利を行使し、５％分の持分に

ついて追加取得したことにより、持分法適用関連会社としております。

１．現物出資の概要

（1）現物出資先企業の名称

iwis-Daido LLC

（2）現物出資した事業の内容

DCAの自動車エンジン用タイミングチェーン等の製造・販売事業

（3）現物出資を行った主な理由

当社グループは、従前より自動車エンジン内チェーンシステム事業（以下、「自動車部品関連事業」とい

う。）の拡大のための様々な施策を行っておりますが、その一環として、北米における自動車部品関連事業の

事業基盤強化及びシェア向上を目的として、ドイツに本社を置く自動車エンジン用タイミングドライブシステ

ム（チェーンおよびそのシステム部品等を含む）の大手であるiwis motorsysteme GmbH & Co.KG（以下、

「iwis」という。）とDCAとで、合弁会社を設立いたしました。

新たに設立した合弁会社においては、当社グループ及びiwis双方の強みを活かすことで、販路拡大や新規顧

客の獲得、コストメリットの創出などが期待され、このアライアンスを通じて、北米市場におけるシェア拡大

を図るものであります。

（4）現物出資日及び追加取得日

2021年１月１日

２．実施した会計処理の概要

（1）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

（2）会計処理

事業分離により取得したとみなされる識別可能な資産及び負債の特定が未了であり、識別した資産及び負債

の公正価値並びに移転された対価の公正価値について現在算定中であるため、事業分離直前の適正な帳簿価額

に基づき暫定的な処理を行っております。
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報告セグメント

日本 アジア 北米 南米 欧州 合計

事業の種類

二輪部品事業 1,900 2,283 334 331 1,039 5,889

自動車部品事業 656 662 263 － － 1,581

産機事業 1,588 785 365 280 17 3,038

その他 1,790 17 2 5 － 1,816

合計 5,936 3,749 966 617 1,056 12,326

収益認識の時期

一時点で移転される財 5,783 3,079 966 617 1,056 11,503

一定期間で移転される財 152 669 － － － 822

合計 5,936 3,749 966 617 1,056 12,326

（収益認識関係）

　当社グループの売上高は、顧客との契約から認識された収益であり、当社グループの報告セグメントを事業の種

類別及び収益認識の時期別の収益に分解した場合の内訳は、以下のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

(単位：百万円)

（注）各事業に含まれる主要な製品及びサービスは以下のとおりであります。

　　二輪部品事業・・・二輪車用チェーン、リム、スポーク、ホイール

　　自動車部品事業・・・自動車エンジンチェーン、スプロケット、テンショナー

　　産機事業・・・産業機械用チェーン、コンベヤ

　　その他・・・福祉機器、石油製品

前第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損

失（△）
△53円24銭 98円67銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社

株主に帰属する四半期純損失（△）
△580 1,076

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（百万円）

△580 1,076

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,912 10,912

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年８月12日

大同工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

北陸事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 山 本 健 太 郎　　印

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 村　上　智　昭　　印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大同工業株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大同工業株式会社及び連結子会社の2021年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


